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1．はじめに
　岡山県備前市日生では地元漁業協同組合を中心に，岡山県水産課や備前市，海洋政策研究財団に
よって沿岸域管理および漁業資源回復の為の海洋空間計画の利用が検討されてきた．この地区はカ
キの養殖業，底引き網，定置網，つぼ網漁を発展させてきた漁業が盛んな地域であり，瀬戸内海に
面したその地理学的環境より，海洋生物の生息環境が豊富である．しかし，1950年から1980年代
にかけての高度経済成長期における沿岸開発や，生活排水や工場排水等による水質汚染によって大
きく生態系は変化し，多くの海洋生物種が消失した（瀬戸内海研究会議　2007）．水草の一種である
アマモにも影響を与え，その生息場所は1940年代の590haから1985年の12haにまで減少した（鳥井 
2005, 13-14）．
　この急激な変化に対応するため漁業協同組合は，水産資源を持続的に利用していくための活動
を行っている．実験的な取り組みとして，2010年より漁業協同組合を中心に，県水産課，備前市，
海洋政策研究財団（Ocean Policy Research Foundation；以下，OPRFと記す）が研究会を設置した．
この研究会では，魚介類の産卵場や生育場の造成を行うことで沿岸水域の整備を行い，漁場を管理
するための一定海面である海洋牧場の構想などを円滑に推進していくために，海洋空間計画という
ツールを用い，陸海域を一体的に捉える仕組みづくりが検討されてきた．海洋牧場は2014年3月ま
でに整備が完了したが，それまでの期間は関係者間調整と計画の具体的構想が進められていた．そ
こで筆者らは，2012年より，本計画の作成を行う研究会，及びワーキンググループの参与観察（研
究会： 24年4月17日，8月7日，9月4日，25年2月26日，8月2日，26年2月12日 / WG： 24年8
月21日，25年1月16日）を行った．参与観察の結果，海洋牧場の整備後に発生し得るトラブルや，
地元関係者の意識の不十分さについて問題視されていることが明らかとなった．
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　近年，日生の観光客は年々増加状態にある．このような中，漁具の破損や地元住民とのトラブル
が発生しており，今後も見込まれる観光客の増加によって，さらなる問題の発生が懸念されている．
さらに日本では2007年に海洋基本法が施行されて以来，海洋教育の充実が図られており（総合海洋
政策本部　2013），1991年より，海洋に関する学習プログラムである，参加体験型自然科学・環境
教育プログラムMAREのカリキュラムの普及が日本でも進められるなど，各地で海洋教育の推進
がなされている（都築他 2013, 32-43）．岡山県においても地元の海洋教育の活動が実際に行われて
いるが，日生における地元住民の海洋牧場等に対する意識は十分でないとの意見も少なからず利害
関係者からあがっていた．
　よって，海洋空間計画などの政策周知ツールなどの利用なしに地元住民や遊漁者への周知が十分
行われなかった場合には，ステークホルダーとの協力体制を築くことが困難となり，結果として海
域の管理の存続は不可能である．このような問題点より，海洋空間計画を通して，ステークホルダー
の陸域と海域の活動に対する関心を高めることが必要であると考えられる．
　以上の通り，研究会，及びワーキンググループを観察してきたが，このような環境政策の決定の
取り組みには，通常，地域的な認識と，科学的情報の対立が起こることが懸念されており，米国各
地では，その対策として共同事実確認（Joint Fact-Finding；以下，JFFと記す）が実施されている（松
浦 2007, 186-210）．JFFとは，多様な科学的情報に関わる意思決定がされる場面で，ステークホルダー
と専門家との協働を通じて，ステークホルダーが納得できる科学的情報を収集し，取りまとめるこ
とで，事実確認と科学情報に基づいた社会的意思決定を促す取り組みである．
　しかし，従来のJFFおけるエビデンスの提示は文章であり，海洋牧場のような3次元空間上の情
報を2次元的表現で示すだけでは，現場の重要なステークホルダーでもある漁業従事者等による情
報の理解に不十分であると考えられる．そこで，海洋情報を3Dアニメーションを用いて表現する
取り組みを行っている海外の事例を視察した．
　2012年2月21日に，ブリティッシュコロンビア大学（The University of British Columbia；以下，
UBCと記す）水産センターを視察したところ，同センター所属の研究者が過去に制作したチェサ
ピーク湾における海洋汚染と生態系への影響に関する3Dビジュアライゼーションや，バルト海に
おける水産資源量の将来の予測結果をリアルタイムに3Dアニメーションで表現するシステムなど
が開発されていた（図1）．本ワークショップより，3Dアニメーションによる将来の予測結果の提
示は，科学的情報の理解を促すことに効果が期待できることが明らかになった．さらに海外の事例
と比較し，地元住民の関心が不十分であることがステークホルダーを巻き込んだ海洋牧場の完成を
困難にしていることが明らかになり，ステークホルダーの関心に基づく情報提示が必要であるとい
う結果が得られた．
　したがって，3Dアニメーションを利用して，
海洋空間計画に対するステークホルダーの関心
と科学的情報を用いて動画を作成する手法を，
JFFにおけるエビデンス表現の1つとして提案
する事を，本研究の目的とする．

図1　UBC水産センターにおけるワークショップ
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2．本研究の方針
2.1 関連研究
　本節では，動画を作成するにあたり，関連する既往研究をレビューする．
　まず，UBCとの連携で開催した国際ワークショップより得られた知見について述べる．本ワー
クショップは，2012年10月にUBC水産センターにて，岡山の関係者と北米の研究者・実務家を交
えて，海洋空間計画の活用事例からJFFを理解することを目的に開催し，各々の研究事例のレビュー
を行った．北米の事例の中では，実際に海洋空間計画を採用していく際にシナリオプランニングを
用いて科学情報の提示を行っており（Guerry他 2012），科学情報をステークホルダーとの協議の場
で利用することは妥当であると考察する．
　このように日本で科学情報の提示を行う場としては，身近なものにサイエンスカフェが挙げられ
る．サイエンスカフェにおいて，科学技術への低関与層の参加者を包摂するイベントを実施するに
は，テーマと生活を関連付けることに留意することが対策の1つであると明らかにされている（加
納他 2013, 3-16）．その他にも郡　他（2013，31-46）や岡橋他（2007, 115-128）によって，市民会議
や科学コミュニケーションおいては，日常生活に結びつくテーマを選定することが必要であると指
摘されている．以上より，地元住民の生活と結びつけたシナリオを検討することで関心を高めるこ
とが出来ると考えられる．
　次に，ステークホルダーの関心を用いたエビデンスを生成するための方法について検討する．米
国の起業家によって，リーンスタートアップと呼ばれる起業手法が提唱されている．この手法は無
駄なく製品やサービス，試作版を作り，ユーザの反応を見るというサイクルを繰り返すことで，起
業や新規事業の成功率を高めることができるという手法論である（Eric Lean 2011）．ユーザの反応
から得た結果を元に改良するため，無駄なプロセスを省き，ユーザの需要を反映させた製品やサー
ビスを生成することができる．よって本手法を応用し，最初に動画の試作版を作り，ステークホル
ダーの反応を元に改良を繰り返すことで，ステークホルダーの関心を用いたエビデンスを包含した
動画を作成出来ると考える．
　またここで，3Dアニメーションによる効果について検討すると，まず，映像は年齢や知識レベ
ルによらず科学情報を直感的に理解しやすいメディアであると，早岡（2012, 47-62）によって指摘
されている．さらに，海洋生態系の情報を3次元空間上にアーカイブする手法も提案されており（高
田他 2012, 253-260），海洋情報を3Dアニメーションを用いて提示することは，海面からは見えない
海中を視覚化する為に海域の空間把握に有効であり，さらに多元的な情報閲覧を可能にすることよ
り，情報の理解の促進に役立つと推論する．

2.2 提案する手法
　2.1の考察より，海洋牧場と将来の日生の姿を示すシナリオについての3Dアニメーションを，リー
ンスタートアップ手法に基づいて，専門家や地元住民からフィードバックを受けながら改良を行う
サイクルを繰り返し行うことで，エビデンスとなる動画を制作する手法を提案する（図2）． 
　本研究では，実際に3Dアニメーションの制作を行ったので，本稿では，本動画の制作過程につ
いて述べることにより，JFFの一種の実践例として報告する．全体の制作フローは次の通りである

（図3）．
　まず，専門家から日生の社会的事実と，海洋情報に関する専門的知見を取得する．それを元に，
海洋空間利用のゾーニングと，シナリオプランニングによる日生の未来を示す2つのシナリオを，
3Dアニメーションを用いてビジュライズした動画をプロトタイプとして作成する．ここで，筆者
である高田は，海洋生態系の情報を3次元空間上にアーカイブした事例を開発していることより，
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この技術を用いて，海洋空間利用の3Dアニメーションは，東京大学が担当することとした．一方，
UBC水産センターでは，将来の予測結果を3Dアニメーションで表現するシステムを制作してお
り，既に技術が整っていることから，シナリオの3Dアニメーションは，UBCが担当することとし
た．また，全体の動画の取りまとめは，東京大学が行う．次に，プロトタイプを用いて，ステーク
ホルダーである地元中学生や，日生の海洋区域の保全活動に関わりを持っている人々を対象にプレ
ビューを実施し，プロトタイプに対するフィードバックを得る．これらのフィードバックを分析し，
プロトタイプにかけている論点について，専門家である県水産課と，海洋の研究者と技術者からな
るNPOである里海づくり研究会議から科学的知見を収集する．これら知見と意見や感想を，動画
に反映させることでプロトタイプを改良する．このサイクルを繰り返し行い，ステークホルダーの
関心と科学的情報を包含した3Dアニメーションを制作する．
　本動画による，ステークホルダーの海洋空間利用についての関心度を計ることで，社会的意思決
定の場における本手法の有効性を示し，JFFにおけるエビデンス表現の1つとして提案する．
　次章より，具体的な制作過程について述べる．

3．3Dアニメーションの制作プロセス1　—　プロトタイプ制作
　第1段階として，海洋空間利用のゾーニングと，シナリオプランニングによる日生の未来を示す
2つのシナリオの3Dアニメーションによるモデル化を行い，各々動画を作成した．最終的に1つの
映像としてまとめるが，各動画に対するフィードバックを受けて改良を行いやすくするため，それ
ぞれ別動画としてプロトタイプ制作を行った．動画の制作過程について以下より述べる．

3.1 「これからの日生」動画
　海洋空間利用のゾーニングについては研究会で使用されていた2D地図を参考に，区画を3Dモデ
ルで区切る形でGoogle Earth上に表現したコンテンツを作成した．このコンテンツを利用して，海
洋空間利用を説明する動画を生成した．また，導入と結論が必要とされるため，日生の現状や社会
的事実に基づく将来の日生が抱える問題を示した後，海洋空間利用の説明をし，最後に政策への協
力を促すという映像構成を，科学的情報を元に県水産課とOPRFによって制作した．本動画はこの
構成に沿って作成し，「これからの日生 ver.1」と記述した．動画構成とその動画の一場面を図4の1）
と2）に示す．

図2　リーンスタートアップ手法に基づく
本手法の模式図

図3　全体制作フロー
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3.2 「2つのシナリオ部分」動画
　日生の未来を示す2つのシナリオ動画については，UBCによって制作を進めた．地元住民から
の協力がなく，海洋空間利用の管理がなされなかった場合の未来をシナリオA，地元住民の協力の
もと，管理が持続された場合の未来をシナリオBとし，里海づくり研究会議からの意見を元に，専
門的知見を包含したシナリオを検討した．3DモデリングソフトであるBlenderを利用して，2つの
シナリオを示す動画を制作した．制作した動画は「これからの日生」動画内に最終的に埋め込むこ
とから，以下，「2つのシナリオ部分 ver.1」と呼ぶ．このようにしてプロトタイプ動画を制作した．
シナリオA，シナリオBそれぞれの動画構成と動画の一場面を図5，図6に示す．

　次章で，本動画を用いたプレビューについて述べる．

4．3Dアニメーションの制作プロセス2　—　プレビュー
4.1 内容
　ａ. �目的 

日生について知りたいと思う科学的情報の収集と，政策への関心度の調査
　ｂ. �実施日 

2013年6月15日（土）
　ｃ. �実施場所 

日生町漁業協同組合会議室
　ｄ. �参加者 

アマモ場保全活動の参加者．計27人．（共存の森ネットワーク，岡山生協の組合員，岡山生
協職員など．） 
日生町漁協では，アマモ場保全活動を定期的に実施しており，外部からの参加者も募ってい
る．これら参加者は，地元住民ではないが，自ら日生での活動に関わりを持った日生におけ
るステークホルダーであるとみなし，今回のプレビューの参加者に選定した．

　ｅ. �対象動画 
これからの日生 ver.1

2） 海洋牧場構想の説明場面

図4　「これからの日生 ver.1」

1）　動画構成
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　ｆ.  工程
事前アンケートより，日生について知りたいと思う情報を収集する．情報項目として「環境
汚染」「アマモの減少」「漁師の減少・高齢化」「日生の人口減少」「海洋牧場」「架橋」「観光客」
の7つを挙げ，知りたい度合いをそれぞれ5段階評価で回答してもらう．動画視聴後，事後
アンケートとして，もっと深く知りたいと思うところ，他に知りたいと思う内容について自
由記述で回答してもらい，さらに政策への関心度の調査のために，日生の活動に募金をした
いかの質問に「はい」「いいえ」「分からない」で回答してもらう．また動画の質の向上のために，
感想記入欄を設ける．プレビューの場の様子は図7の通りである．

4.2 結果
　事前アンケートの日生について知りたいと思う情報を5段階評価で回答してもらった結果を図8
に示す．各項目における興味の度合いの比較をし，どの項目について詳細に示すべきか，データの
優先度を計る事を目的としていたため，各項目の評価を点数化して，合計得点を比較することとし
た．5段階評価による回答は，「全く知りたいと思わない」を-2点，「知りたいと思わない」を-1点，「ど
ちらでもない」を0点，「知りたいと思う」を1点，「大変知りたいと思う」を2点として計算した． 
　次に事後アンケートについては，「募金をしたいと思うか」の質問に対して，「いいえ」と「分から
ない」という意見が12件と，全体の44％であり，感想として「なぜ周囲の協力が必要なのかが分か

図5　「2つのシナリオ部分 ver.1」の一場面

（b） シナリオB ― 管理された未来（a） シナリオA ― 管理されなかった未来

図6　「2つのシナリオ部分 ver.1」動画構成
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らない」，「具体的な募金の窓口などの説明がなければ応援したいという気持ちになりにくい」とい
う意見が多数得られた．さらに「もっと深く知りたいところ」への自由記述による回答を，動画内
で言及していた12項目のうちどれかに分類し，各項目の言及回数を1回1点として比較した結果を
図9に示す．1つの回答が，複数の項目の内容を含有している場合は，複数項目に，それぞれ1点
ずつ振り分けた．「他に知りたい内容」についての回答結果は表1に示す．

4.3 分析
　アンケート結果より，改善策について検討する．知りたいと思う情報はどれも高い結果が得られ
たが（図8），中でも高かった海洋牧場，環境汚染，アマモの減少については優先度を上げて情報提
示する必要があると考察する．
　「募金をしたいと思うか」の質問に関しては，「いいえ」と「分からない」という意見が多く見られ
たが，これは実際，募金活動は行っておらず動画内でも募金の具体的内容を含めていなかったこと
と，動画構成が，海洋牧場が完成すると様々なトラブルが起こる可能性があるため日生を応援して
ほしいという展開であったため，周囲がどのように協力すればよいか分かりにくかったことが問題
であったと考察できる．よって，募金活動ではなく，実際に行われているアマモの保全活動につい
ての呼びかけによって，政策への協力を促す構成にし，さらに，協力を呼びかける内容の前に，周
囲の協力の有無による今後の日生の状況を説明するため，図4の動画構成図で示している「観光客
の増加に伴うトラブルの懸念」と「日生への応援を募るメッセージ」の間に，「2つのシナリオ部分」

図9　事後アンケート
― もっと深く知りたいところ ―

図7　プレビューの様子
図8　事前アンケート

― 知りたいと思う情報 ―
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の映像を組み込む構成にする必要があると考察する．
　次に「もっと深く知りたいところ」の回答結果を見ると，海洋牧場についてもっと深く知りたい
と回答した意見は，全回答点数の31点のうち12点の約39％と他の項目に比べて高い結果が得られ
た．具体的には，言葉が多く分かりにくい，かみ砕いて説明して欲しいという意見が多く見られた
ため，キーワードの表示とそれに対する説明を増やすことが適切であると考察する．
　「もっと深く知りたいところ」で挙げられた意見と，「他に知りたいと思う内容」への回答結果よ
り，「これからの日生」動画として追加すべき情報項目を整理した．これらについては，科学的根拠
に基づくデータを示す内容に改良するため，専門家である県水産課と里海づくり研究会議に回答し
てもらった．その回答に基づく改良策を表2に述べる．

4.4 実装
　4.3の分析結果を踏まえて，「これからの日生 ver.1」の動画を改良し，「これからの日生 ver.2」を
制作した．動画構成とその動画の一場面を図10の1）と2）に示す．
　次章では本動画と，「2つのシナリオ部分 ver.1」を用いて行ったプレビューについて報告する．

表1　事後アンケート
―　他に知りたい内容　―

漁師の言葉 アマモの有無による影響 産業育成 景観
日生の生活 橋の必要性 海ゴミの量 離島振興
海洋牧場と地元住民の
暮らしとの関わり

漁師の将来 日生への交通手段 漁師の知識

表2　「これからの日生」動画に追加すべき情報項目とその改良策

情報項目 改良策

日生の特産物や，獲れる魚の種類 マダイ，スズキ，コウイカ，マダコなど50 種類以上もの魚介類の漁獲
量があるという説明を加える．特産物であるカキオコの説明を加える．

漁師の跡継ぎ問題とその対策 漁場資源を守るための日生独自の制度の定着化によって，漁師の後継
者問題はないことより，漁師の人口の懸念説明部分を省く．

漁師が持っている生物学的知識の
具体例

地元研究機関による研究成果と漁師の経験的知識によりアマモの再
生活動を行ってきた経緯について説明する．

観光客入込に関するデータ 魚市場の活性化によって，年々観光客が増加している経緯の説明を加
える．

アマモの減少による具体的な影
響，及びアマモが水質や魚介類
に与える効果

アマモが持つ効果と，それによる漁獲量の増加データについて図式と
グラフで示す．

住民に協力してもらいたいことの
具体例

漁業者が一番期待している，日生で獲れた魚介類を買って食べてもら
うことを主眼に置いて強調するにようにする．協力してもらいたいこと
をキーワード化して図式で示す．

海ゴミについて詳細なデータ 海ゴミの量の変化を図式化．
想定される住民と観光客のトラブ
ルの具体例

具体例として挙げられる「過剰な漁獲」「漁場の占有」「漁具の損傷」に
ついて，テロップを添えて説明する．

日生の海の水質の良し悪し 窒素量が年々減少していることを説明する．
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5．3Dアニメーションの制作プロセス3　—　プレビュー
5.1 内容
　ａ. �目的�  

「これからの日生」動画による科学的情報の理解と，政策に対する関心を高めることが出来る
か調査．「2つのシナリオ部分」動画によって，今後の海洋牧場の管理の有無で，日生に対し
てどのような影響差が出るか理解できるかの調査と，追加すべき論点の洗い出し．

　ｂ. �実施日 
2014年1月18日（土）

　ｃ. �実施場所 
日生町漁業協同組合会議室

　ｄ. �参加者 
日生中学校の生徒18名． 
4章で実施したプレビューでは，
地元住民ではないステークホル
ダーを対象としたが，地元住民
であるステークホルダーの関心
も動画に反映させるため，地元
中学生である日生中学校の生徒
を対象にプレビューを実施した．

　ｅ. �対象動画 
これからの日生 ver.2， 
2つのシナリオ部分 ver.1

2） 海洋牧場構想の説明場面

図11　プレビューの様子

図10　「これからの日生 ver.2」

1）　動画構成
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　ｆ. �工程�  
第一に「これからの日生」動画鑑賞後，アンケート調査により，動画に関する3問のクイズと
動画の感想について回答してもらう．その後，グループワークⅠ「私たちが日生の海のため
にできること」を実施する．日生の海を守るために自ら出来ることについて考え，1項目ず
つポストイットに書き，模造紙に貼り出してもらう．第二に「2つのシナリオ部分」の動画を
鑑賞後，発見できた2つのシナリオ動画の違いをアンケート用紙に回答してもらう．その後，
グループワークⅡ「もっと知りたい日生の海の未来」を実施する．「2つのシナリオ部分」の動
画内では触れられていなかった，日生の将来について気になる事柄を考え，先のグループワー
クと同様にポストイットを用いて書き出してもらう．プレビューの様子は図11の通り．プレ
ビュー終了後，ポストイットに書かれた文章をテキスト化し，分析する．

5.2 結果
　⑴　「これからの日生」
　動画内で説明している科学的情報に関する3問のクイズを出題したところ，1問目100%，2問目
88.9％，3問目100％の正答率が得られた（表3）．次にグループワークⅠの結果を示す．動画内で日
生への応援の方法として例として示していた，「活動に参加すること」「ルールを守ること」「魚介類
を食べること」と，それ以外の項目の合計4項目に振り分けたところ，「活動に参加すること」が回
答された件数の割合は35%，「ルールを守ること」は20%，「魚介類を食べること」は4%であり，そ
の他の意見として，「ゴミを拾う」，「周囲にも活動について伝える」，「さらに詳しく日生の現状を調
べる」などの意見が42%と半数近く出る結果となった．また動画の感想として挙げられた意見を以
下に示す．

　ａ. �分かりやすいという好意的意見 
アマモがどのような場所でどんなふうに増えてきているのかが図があって分かりやすかった． 
動画に細かく書くのではなく，約して書かれていたので良かったと思う． 
難しい言葉がなくて，分かりやすかった． 
アマモの窒素を吸収するというところで，テニスコートサイズという例えがとても分かりや
すかった．

　ｂ. �改善の余地のある意見 
海洋牧場についての説明などが少し難しかった． 
海洋牧場の説明で，ナレーションがどこを説明しているのか，どんなことをしようとしたい
のか分かりづらかった． 
説明にもう少し写真を加えていけばいい． 
赤潮がどんなものか分からなかった．

　⑵　「2つのシナリオ部分」
　2つの動画の違いは全部で8項目であり，各項目に気づいた回答者の割合を示す（図12）．
　さらに，グループワークⅡで出された意見を図13にまとめる．ここで出された意見を，3Dアニ
メーションとして反映することを目的としているため，3Dモデルとして示すことが可能な物理的
対象をポストイットに書かれた意見から抜き出したところ，図13で示す10項目に分類された．具
象的でない意見や，物理的対象を抜き出すことが出来ない意見は，その他に振り分けた．
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表3　「これからの日生」動画のクイズ内容

問題 選択肢A 選択肢B 選択肢C 正答率
Q.1 アマモは海水中の何を吸

収し、水質を浄化してい
るか

塩素 窒素【正解】 炭素 100%

Q.2 最近ではアマモの生息場
所は30年前と比べどう
変わってきているか

増加している
【正解】

減少している 特に変わっていない 88.9%

Q.3 海洋空間計画の役割はど
れか

アマモの増加
を防ぐこと

稚魚（子供の魚）を
育てること【正解】

観光客による釣りを
すべて禁止すること

100%

5.3 分析
　アンケート結果より，2つの動画の効果と改良案について考察する．
　⑴　「これからの日生」
　クイズは動画の中で示している科学的情報についての質問であったが，3問中2問は100%，もう
1問も約90%と高い正答率を得ることが出来た．これにより，本動画は科学的情報の理解に貢献出
来たと考察する．
　また，グループワークⅠの意見出しの結果は，全意見のうち42％が動画内では触れていなかっ
た意見であった．これより，日生の海のために自ら出来ることを考える姿勢を得ることができたた
め，地元住民の政策への関心を向上させる効果があると期待できる．
　次に動画の感想について考察する．好意的な意見としては，図や言葉が分かりやすかったという
意見が見られた．これは，前回の改善点より，簡潔な文字のテロップや，噛み砕いた説明を施した
ことによる効果であると考える．さらに，アマモの生息場所や窒素の吸収量などが理解しやすかっ
たという意見も多かった．アマモの生息場所の変異については，3次元空間上で俯瞰的に時間軸を
追って動的に示したことが，空間把握に繋がったと考える．窒素の吸収量については，3Dモデル
を利用するとともに，身近なものを用いてサイズを示したことによって，科学的情報の理解を促す
ことが出来たと考察する．したがって本動画は，科学的情報の理解に役立つという効果を示すこと
が出来た．
　改善の余地のある意見については，海洋空間利用の説明が分かりにくいという意見が多数見られ
た．これは，海洋空間利用による区域を3Dモデルで示しただけで，具体的な内容をナレーション
による説明だけで示したため理解しにくかったと考察できる．よって，区域の3Dモデルを表示す
るだけでなく，写真も重層表示することで，ナレーションによる説明文を補完する必要があると考
える．また，赤潮について詳しく知りたいという意見が見られたので，赤潮の原因と影響について

図 13　グループワークⅡ
― 「もっと知りたい日生の海の未来」の意見 ―

図12　「2つのシナリオ部分」のプレビューか
ら発見できたシナリオの違い
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も言及することとする．
　⑵　「2つのシナリオ部分」
　まず，発見できた2つのシナリオ動画の違いの回答結果について分析する．「魚の数」，「アマモの
量」，「船の数」に気づいた回答者は80％以上であり，このような数の多い少ないによる違いは，3D
モデルを活用することによって明白に示すことが出来たと考察できる．しかしその他の5項目につ
いては半数以下の結果となったため，さらに差異を付けてより明確にする必要があると考えられた．
　次に，グループワークⅡの意見出しの結果より，本動画に追加すべき情報項目を整理し，これら
の論点における管理の有無による違いについて，専門家である県水産課と里海づくり研究会議に回
答してもらった（表4）．

表4　「2つのシナリオ部分」の動画に追加すべき情報項目と専門家からの回答

情報項目 管理なしの場合 管理ありの場合 コメント
魚介類 減少 増加 管理ありだと，クマエビ，アイゴ，マダイ，サワ

ラ，エビ類，イカ・タコ類，ナマコ類など増加．
水質 プランクトンの増加，赤潮の発

生．アマモをもっと少なくし，まば
らに．

透明度が上がる．
1カ所に大きなアマモ
場でなく，一定規模の
アマモ場を複数箇所．

海水の色にさらに差をつける必要がある
と考えられる．

カキ筏・カ
キ水 揚げ
量

増加・乱雑・間隔狭い 現状（間隔広く，整然） 管理なしの場合，一時的にカキの水揚げ
量は増えるが，過密養殖により漁場環境
が悪化し，斃死率が高くなり，やがて生産
量は減少する．

ゴミの量 増加 減少 管理なしの場合，海水や沿岸にゴミ．
観光客 あちこちで遊漁者が無秩序に

釣り糸を垂れている様子（漁
船の港への出入りにも邪魔）
プレジャーボートがもっと入り
乱れてアンカリングしている様
子と漁船の操業妨害になって
いるように交錯している様子．

釣り筏を設置して，そこ
で遊漁者が整然と釣
りをしている様子プレ
ジャーボートなし

管理なしの場合，遊漁者が港の中や船の
出入り口，カキ筏の上など無秩序に増える
ことが予想されるが，のちに漁獲量が減少
し，観光客が減少．管理ありでは，漁協が
仕立てた遊漁船や釣り筏などを利用して
秩序のある海面利用が実現．

花火大会 ― ― 管理のありなしで花火大会の開催有無
に影響するとは考えにくい．

カキの 品
質

味が悪くなる・身が小さい 味が良くなる・身が大き
い

管理なしの場合，カキの身は小さい．管理
ありの場合，カキ筏が間隔広く整然と配
置するので海水の交換が促進されてカキ
の身は太る．

魚の品質 魚体が小型化・魚種が減少 魚種が豊富・価格安定
漁師 減少 増加（若い人たちの漁

業への参入・人材育成
による質の向上）

水産資源が安定し，カキ養殖生産が安定
し，魚価の安定，水揚げの安定的増加な
どにより，特に若い人たちの漁業への参
入に繋がる．

山間部 山間部の産品減少．森林伐
採・荒廃．

山間部の産品増加．森
林増加・秩序が保たれ
る．

将来的には里山－里地－里海の連環の
中で，さらに交流が進み，漁師による植林
や下草刈りなどが盛んになったり，山間部
と海が，山間部の産品や水産物の消費を
通じて交流が深まることに繋がる．
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　これらの回答結果より，動画に追加する情報項目は，3Dモデルとして再現することを考慮し，
魚介類，水質，カキ筏，観光客，山間部とした．

5.4 実装
　⑴　「これからの日生」
　5.3で検討した改良案より構成し直し，「これからの日生 ver.3」として改良した．「これからの日
生 ver.1」からの構成変更の遷移を図14に示す．プレビューにより取得したステークホルダーの関
心を元に，動画の構成の見直しによって削除された項目や追加された項目があり，キーワードを追
加するなど表現方法の変化も見られる．さらに，ステークホルダーの関心事項に関する知見を専門
家から得て，動画で言及する必要がない項目は削除され，データが得られた場合はグラフや図式で
示すといった変更がされていることが分かる．
　⑵　「2つのシナリオ部分」
　5.3で検討した3Dモデルとして再現できる情報を実装することとした．さらに，専門家である里
海づくり研究会議と，3Dモデルによる動画作成を担当する技術者が直接協議しながら改良する場
を設けた．この場において，筆者らは参与観察しながら，技術者に必要となる資料を提示すること
で，協議の進行を調整した．これによって，科学的知見をさらに含有させた，「2つのシナリオ部分 
ver.2」動画に改良した．「2つのシナリオ部分ver.1」からの主な論点に対する変更の遷移を図15に示
す．プレビューによって得られた，ステークホルダーがもっと知りたいことを論点として整理し，
それぞれの論点に対する専門家からの知見（表4）を元に，2つのシナリオの違いとなる項目が増え，
表現方法も変化したことで，より差が明確な2つのシナリオの動画へと改良できたと判断できる．

図14　「これからの日生 ver.1」から「これからの日生 ver.3」への構成変更の遷移
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　以上より改良した各動画は，4.3で述べた考察より，「これからの日生」動画内の政策への協力を
促す内容の直前に「2つのシナリオ部分」動画を組み込むことで，1つの動画としてまとめた．本動
画を，日生の海洋空間計画における，ステークホルダーの関心と科学的情報を用いたエビデンスを
表現する最終動画とした．

6．まとめ
　本研究では，海洋牧場と将来の日生の姿を示すシナリオについての3Dアニメーションを，リー
ンスタートアップ手法に基づいて，JFFにおけるエビデンスとなる3Dアニメーションの制作を試
みた．地元中学生や学生，生協組合の人々を対象にプロトタイプのプレビューを行い，そこからス
テークホルダーの関心を引き出した後，専門家である県水産課や里海づくり研究会議から科学的知
見を取得することで，ステークホルダーの関心と科学的情報を反映させた動画の生成を試みた．そ
の結果，「これからの日生」の動画については，ステークホルダーの関心から改良した点と，関心事
について専門家から得た知見から改良した点を含んだ動画になった．「2つのシナリオ部分」の動画
に関しては，ステークホルダーが将来の日生の海に関してもっと知りたいと思う事項を取りまとめ，
これらの論点に対する科学的知見を専門家から取得し，動画に反映させることができた．このよう
に改良を繰り返しながら生成した3Dアニメーションは，プレビューの結果，科学的知見の理解と
政策への関心を向上させる一定の効果が見られたため，科学コミュニケーションや合意形成の場に

 図15 「2つのシナリオ部分 ver.1」から「2つのシナリオ部分 ver.2」への構成変更の遷移
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役立つツールとなると期待する．特に，地域の人々の意見を視覚的に取り入れ，反応をみることが
できるため，文字，数式，グラフなどでは表現と理解が難しい事象についても対話が可能となる．
したがって，筆者らは本稿で述べた動画制作手法を，JFFにおけるエビデンス表現の1つの手法と
して提案する．今後，日生中学校の生徒を対象に，最終動画を利用したアンケートを実施すること
で，最終的な効果測定を行う予定である．これからの研究では，その結果をとりまとめた上で，ス
テークホルダーの関心とローカルナレッジを用いたエビデンスの生成について方法論を精緻化して
提示する必要がある．
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